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支出先・
使途の把
握水準・
状況

　全国から地域保健関係者が参加する大規模な研究会等のため、会場の確保等、その準備は概ね１年前から行われてい
るのが現状であり、交付申請に先駆けて事前協議を受けるなど、事業内容等の把握等行われている。なお、国においても
本事業に参加し、事業の運営状況、出席者の状況等、実施状況の把握を行っている。

見直しの
余地

  大会参加者等が地域保健活動において、本大会で習得した技術が実践されること等により、その成果は上げられている
と考えているが、事業実施から５年が経過することもあり、必要性などを検証し、事業の重点化を図るなど効率的な実施に
向けて見直しを行うこととする。

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

廃止

   地域保健対策強化推進事業については、公開による行政事業レビューの評価結果を踏まえ廃止とすべき。

総事業費(執行ベース) 12 14 9

執行率 80.0 93.3 60.0

執行額 12 14 9

23年度要求

予算額(補正後） 15 15 15 15 -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　以下の事業を行う都道府県及び指定都市に対し補助する（補助率１０／１０）
　・全国食生活改善大会：地域におけるボランティア活動従事者の資質向上､地区活動を推進するための研修会等を
                                   実施｡
　・全国保健師学術研究会：地域保健活動に従事する保健師の技術習得のための研究発表会等の実施
　・地域保健全国大会：地域保健活動に携わるボランティアを含む地域保健関係者の地域保健意識の向上のための
                                事業の実施

実施状況

　平成２１年度の実績
・全国食生活改善大会
　　実施主体は、熊本県　参加人数1,751人（食生活改善推進員等）
・全国保健師学術研究会
    実施主体は、徳島県　　参加人数615人（地域保健福祉・産業保健・学校保健等に従事する保健師等）
・地域保健全国大会
　　平成２１年度は、新型インフルエンザ発生によりその対応に追われたことから実施を見送った。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
地域保健法第3条

関係する計
画、通知等

「地域保健医療等推進事業の実施について」

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　地域保健を取り巻く環境の変化に適切に対応するため、地域保健活動に携わるボランティアを含む地域保健関係者の知
識（技術）の向上を図ることにより、国民の疾病予防等に寄与するとともに、地方自治体における人材育成等の取組の強化
を推進する。

担当部局庁 健康局 担当課室 総務課地域保健室
健康局総務課地域保健室

大橋 正芳

会計区分 一般会計 上位政策 -

事業番号 291

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　(厚生労働省)

予算事業名 地域保健対策強化推進事業
事業開始

年度
平成１８年度 作成責任者



厚生労働省

７．５百万円

Ａ．熊本県

７．５百万円

Ｃ．徳島県

１．５百万円

【補助】

【補助】

全国保健師学術

研究会の開催

全国食生活改善

大会の開催

厚生労働省

１．５百万円

交付申請書の

内容審査･交付決定

交付申請書の

内容審査・交付決定

【随意契約】

Ｄ．株式会社 ＪＴＢ

０．２百万円

参加者登録等



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1.5 計 0

その他 会場使用料及び会場設営費等 1.5

C.徳島県 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

B F.

費　目 使　途
金　額

(百万円） 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 7.5 計 0

その他 大会講師謝礼金、事務補助賃金等 1.3

使用料及び賃借料 会場使用料等 1.0

旅費 大会打合せ旅費等 1.6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

需用費 研修会資料費用 3.6

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.熊本県 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）


